
令和５年度日高市公営企業会計決算審査意見書 

 

 

１ 審査の対象 

令和５年度日高市水道事業会計決算 

令和５年度日高市下水道事業会計決算 

 

２ 審査の期間 

令和６年６月２５日から令和６年８月６日まで 

 

３ 審査の手続 

審査に当たっては、経済性の発揮及び公共性の確保を主眼とし、担当職員の説明を聴取すると

ともに、例月出納検査及び定例監査結果を基に関係帳簿等の確認を行い、決算書及び附属書類が

地方公営企業法その他関係法令の規定に準拠して作成されているか、日高市監査基準に準拠して

いるか、計数が経営成績及び財政状態を適正に表示しているか審査した。 

  



 

１ 水 道 事 業 会 計 

Ⅰ 審査の内容 

１ 収益的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づき、消費税及び地方消費税を含んだ額である。 

 

(1) 収入 

                                               (単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収入率 前 年 度 決 算 額 増 減 額 増 減 率 

営 業 収 益 944,684,000 954,998,605 10,314,605 101.1% 917,589,818 37,408,787 4.1% 

営業外収益 164,474,000 174,905,882 10,431,882 106.4% 194,419,246 △19,513,364 △10.0% 

合 計 1,109,158,000 1,129,904,487 20,746,487 101.9% 1,112,009,064 17,895,423 1.6% 

 

収益的収入の決算額は１，１２９，９０４，４８７円で、予算額を２０，７４６，４８７円（１．

９％）上回っており、前年度決算額と比較すると１７，８９５，４２３円（１．６％）の増加であ

る。 

 

 

(2) 支出 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執行率 前 年 度 決 算 額 増 減 額 増 減 率 

営 業 費 用 1,181,390,000 1,096,087,212 85,302,788 92.8% 1,112,771,719 △16,684,507 △1.5% 

営業外費用 26,515,000 20,347,083 6,167,917 76.7% 11,951,769 8,395,314 70.3% 

特 別 損 失 43,000 28,369 14,631 66.0% 17,394 10,975 63.1% 

予 備 費 5,000,000 0 5,000,000 ― 0 0 ― 

合   計 1,212,948,000 1,116,462,664 96,485,336 92.1% 1,124,740,882 △8,278,218 △0.7% 

 

収益的支出の決算額は１，１１６，４６２，６６４円（執行率９２．１％）で、９６，４８５，

３３６円の不用額を生じた。前年度決算額と比較すると８，２７８，２１８円（０．７％）の減

少である。 

なお、地方公営企業法第２６条第２項の規定による繰越額はなかった。 

 

 

(3) 収支差引 

収益的収入及び収支差引額は１３，４４１，８２３円である。また、消費税及び地方消費税抜

きの損益については、後述「４ 経営成績」のとおり２２，１４４，４０２円の純損失である。 



 

２ 資本的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づき、消費税及び地方消費税を含んだ額である。 

 

(1) 収入 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収 入 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

企 業 債 622,800,000 287,400,000 △335,400,000 46.1% 481,300,000 △193,900,000 △40.3% 

寄 附 金 1,000 0 △1,000 － 0 0 － 

負 担 金 94,050,000 71,797,000 △22,253,000 76.3% 3,850,000 67,947,000 1764.9% 

合   計 716,851,000 359,197,000 △357,654,000 50.1% 485,150,000 △125,953,000 △26.0% 

 

資本的収入の決算額は３５９，１９７，０００円で、予算額を３５７，６５４，０００円（収入

率５０．１％）下回っているが、前年度決算額と比較すると１２５，９５３，０００円(２６.

０％）の減少である。 

 

 

(2) 支出 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

建設改良費 939,865,000 539,611,447 105,074,553 57.4% 581,829,253 △42,217,806 △7.3% 

企 業 債 

償 還 金 
120,090,000 120,089,863 137 100.0% 106,599,150 13,490,713 12.7% 

投 資 100,000,000 100,000,000 0 100.0% 100,000,000 0 0% 

合    計 1,159,955,000 759,701,310 105,074,690 65.5% 788,428,403 △28,727,093 △3.7％ 

 

資本的支出の決算額は７５９，７０１，３１０円（執行率６５．５％）であった。支出の主な

ものは、配水管布設等工事である。 

なお、地方公営企業法第２６条の規定による翌年度繰越額は２９５，１７９，０００円であ

り、不用額は１０５，０７４，６９０円である。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は４００，５０４，３１０円の資金不足となり、当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額２８，７５５，６７４円、過年度分損益勘定留保資金１５１，６５８，７７３円、減債積立金

１２０，０８９，８６３円及び建設改良積立金１００，０００，０００円で補塡された。 



 

３ 業務の状況 

区 分 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 増  減  数 増 減 率 備 考 

年 度 末 給 水 人 口 54,298 人 54,526 人 △228 人 △0.4％ 普及率 99.9％ 

年 度 末 給 水 戸 数 25,065 戸 24,773 戸 292 戸 1.2％   

年 間 配 水 量 7,076,140 ㎥ 6,755,095 ㎥ 321,045 ㎥ 4.8％   

年 間 有 収 水 量 6,396,459 ㎥ 6,184,164 ㎥ 212,295 ㎥ 3.4％   

有 収 率 90.4% 91.5％ △1.1 ポイント     

本年度末の給水人口は５４，２９８人で、前年度と比較すると２２８人（０．４％）の減少、

給水戸数は２５，０６５戸で、前年度と比較すると２９２戸（１．２％）の増加となった。また、

普及率は９９．９％である。 

年間配水量は７，０７６，１４０㎥で、前年度と比較すると３２１，０４５㎥（４．８％）の

増加、年間有収水量は６，３９６，４５９㎥で、前年度と比較すると２１２，２９５㎥（３．

４％）の増加である。 

なお、有収率は９０．４％で、前年度と比較すると１．１ポイントの減少となった。 

  

４ 経営成績 

本年度の経営については、経常損失が２２，１３０，１４２円であり、特別損失は１４，２６

０円だったことから、当年度純損失は２２，１４４，４０２円となる。なお、前年度は純損失が

６２，５９１，８７８円であり、損益は４０，４４７，４７６円（６４．６％）である。 

 

５ 財政状態 

本年度末の財政状態を前年度末と比較すると、資産は、有形固定資産が１４０，１３４，０１

６円の増加であり、また投資有価証券の取得により投資その他の資産が１００，０００，０００

円の増加となった。流動資産が２０，４５６，６６８円の減少となり、資産合計は２１９，６７

７，３４８円、２．１％の増加となった。 

負債は、固定負債が１４８，０７４，１３７円の増加、流動負債が１０１，８９４，７００円

の増加となり、負債合計は２４１，８２１，７５０円、６．１％の増加となった。 

資本では、資本金が１４４，００７，２７２円増加し、剰余金が１６６，１５１，６７４円減

少したことから、資本合計は２２，１４４，４０２円、０．３％の減少となった。 

これらのことにより、負債資本合計は、２１９，６７７，３４８円、２．１％の増加となった。 

 

６ 給水原価と供給単価について 

区 分 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 比 較 増 減 率 

給 水 原 価 147 円 55 銭 152 円 50 銭 △4 円 95 銭 △3.2％ 

供 給 単 価 122 円 78 銭 121 円 19 銭 1 円 59 銭 1.3％ 

差 益 △24 円 77 銭 △31 円 31 銭 6 円 54 銭  

給水原価については１４７円５５銭で、前年度と比較して４円９５銭（３．２％）減少した。 

また、供給単価については１２２円７８銭で、前年度と比較して１円５９銭（１．３％）増加

した。 

 



 

Ⅱ 審査の結果 

令和５年度の業務の状況、事業収益をみると、給水人口については前年度と比較して減少している

ものの、給水戸数と年間配水量、年間有収水量は増加となっている。また、前年度に引き続き、原油

価格や物価の高騰による負担増を軽減するため、公共施設等を除く全ての使用者に対し、４か月分の

基本料金を免除した。この減収分については地方創生臨時交付金を財源とした一般会計からの補助金

で補填された。 

収益的収入については、営業外収益は前年度に比べ減少しているが、会社工場大口用給水収益が増

加したことにより営業収益は増加したため、全体の決算額も前年度と比較して増加となった。また、

収益的支出については、営業費用は減少しているが、営業外費用が増加しており、全体の決算額は減

少となった。 

水道事業の税抜きでの事業収益合計額は、１，０３６，５９２，８６５円で、税抜きの事業費用合

計額の１，０５８，７３７，２６７円を差引くと、令和５年度の純損失は２２，１４４，４０２円と

なり、前年度の純損失６２，５９１，８７８円と比較すると純損失額は４０，４４７，４７６円縮小

された。 

財政状況については、流動資産は減少しているが、固定資産は増加となり、資産合計は増加となっ

た。負債については、流動負債と固定負債がともに増加となり、負債合計は増加となった。資本につ

いては、資本金が増加しているが、剰余金は減少となり、資本合計は減少となった。 

建設改良工事については、高岡浄水場低区 No.4 送水ポンプ設備更新工事のほか、配水管の新設及び

老朽管の布設替えが行われている。今後においても、施設の更新工事の実施など、多額な費用が見込

まれることとなることから、企業債の借入れを行う場合は、後年度の負担が過度とならないよう計画

的に行う必要がある。 

また、経営指標を見ると料金回収率が１００％を下回っている。これは、事業に必要な費用を水道

料金で賄えていない状況である。今後、人口減少や節水機器の普及により水道料金の減少が見込まれ

る一方、水道施設の老朽化に伴う多額の更新工事を行う必要があり、更新財源の確保方策を検討する

など、より適正な事業経営が求められる。 

なお、審査の対象となった決算書及び附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも関

係法令の規定に準拠して作成され、その計数は経営成績及び財政状態が適正に表示されており、か

つ、会計帳簿、証書類の処理も妥当であることが認められた。 

 

  



 

２ 下 水 道 事 業 会 計 

Ⅰ 審査の内容 

１ 収益的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づき、消費税及び地方消費税を含んだ額である。 

 

(1) 収入 

(単位：円)  

区   分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収 入 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

下

水

道 

事

業 

営 業 

収 益 
741,088,000 728,012,398 △13,075,602 98.2% 738,375,321 △10,362,923 △1.4% 

営業外 

収 益 
434,784,000 469,429,949 34,645,949 108.0% 412,262,176 57,167,773 13.9% 

計 1,175,872,000 1,197,442,347 21,570,347 101.8% 1,150,637,497 46,804,850 4.1% 

農

集

事

業 

営 業 

収 益 
6,002,000 6,401,158 399,158 106.7% 6,206,706 194,452 3.1% 

営業外 

収 益 
35,713,000 35,714,326 1,326 100.0% 41,022,585 △5,308,259 △12.9% 

計 41,715,000 42,115,484 400,484 101.0% 47,229,291 △5,113,807 △10.8% 

合 計 1,217,587,000 1,239,557,831 21,970,831 101.8% 1,197,866,788 41,691,043 3.5% 

 

収益的収入の決算額は１，２３９，５５７，８３１円で、予算額を２１，９７０，８３１円

（１．８％）上回った。前年度決算額と比較すると、４１，６９１，０４３円（３．５％）の増

加である。 

  



 

(2) 支出 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

下

水

道 

事

業 

営 業 

費 用 
990,488,000 922,360,433 55,587,567 93.1% 900,671,659 21,688,774 2.4% 

営業外

費 用 
97,791,000 88,080,696 9,710,304 90.1% 93,123,379 △5,042,683 △5.4% 

特 別 

損 失 
120,000 85,377 34,623 71.1% 15,725 69,652 442.9% 

予備費 6,432,000 0 6,432,000 ― 0 0 ― 

計 1,094,831,000 1,010,526,506 71,764,494 92.3% 993,810,763 16,715,743 1.7% 

農

集

事

業 

営 業 

費 用 
40,086,000 33,806,157 6,279,843 84.3% 38,703,674 △4,897,517 △12.7% 

営業外 

費 用 
793,000 792,216 784 99.9% 917,940 △125,724 △13.7% 

予備費 984,000 0 984,000 ― 0 0 ― 

計 41,863,000 34,598,373 7,264,627 82.6% 39,621,614 △5,023,241 △12.7% 

合 計 1,136,694,000 1,045,124,879 79,029,121 91.9% 1,033,432,377 11,692,502 1.1% 

 

収益的支出の決算額は１，０４５，１２４，８７９円（執行率９１．９％）で、７９，０２９，

１２１円の不用額を生じた。前年度決算額と比較すると、１１，６９２，５０２円（１．１％）

の増加である。 

なお、地方公営企業法第２６条第２項の規定による繰越額は、１２，５４０，０００円であっ

た。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は１９４，４３２，９５２円である。なお、消費税及び地方消費税抜きの損益につ

いては、後述「４ 経営成績」のとおりで１９２，４６８，９００円の純利益である。 

  



 

２ 資本的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づき、消費税及び地方消費税を含んだ額である。 

 

(1) 収入 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収入率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

下

水

道 

事

業 

企 業 債 253,700,000 160,500,000 △93,200,000 63.3% 570,600,000 △410,100,000 △71.9% 

国 庫 

補 助 金 
41,000,000 12,100,000 △28,900,000 29.5% 40,000,000 △27,900,000 △69.8% 

分 担 金 

及 び 

負 担 金 

2,105,000 3,611,089 1,506,089 171.5% 26,224,683 △22,613,594 △86.2% 

他 会 計 

補 助 金 
104,088,000 74,088,000 △30,000,000 71.2% 17,460,000 56,628,000 324.3% 

基 金 

収 入 
1,000 0 △1,000 ― 9,570 △9,570 皆減 

計 400,894,000 250,299,089 △150,594,911 62.4% 654,294,253 △403,995,164 △61.7% 

農

集

事

業 

分 担 金 

及 び 

負 担 金 

1,000 0 △1,000 ― 0 0 ― 

計 1,000 0 △1,000 ― 0 0 ― 

合 計 400,895,000 250,299,089 △150,595,911 62.4% 654,294,253 △403,995,164 △61.7% 

 

資本的収入の決算額は２５０，２９９，０８９円で、予算額を１５０，５９５，９１１円（６

２．４％）下回っている。前年度決算額と比較すると、４０３，９９５，１６４円（６１．７％）

の減少である。 

なお、分担金及び負担金のうち、受益者負担金は１，９２４，２５０円、建設協力金は６３９，

５５０円であった。 

  



 

(2) 支出 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

下

水

道 

事

業 

建 設 

改良費 
206,399,000 89,347,544 16,002,456 43.3% 181,231,339 △91,883,795 △50.7% 

企業債

償還金 
505,915,000 503,919,016 1,995,984 99.6% 534,610,282 △30,691,266 △5.7% 

投 資 1,000 0 1,000 ― 9,570 △9,570 皆減 

計 712,315,000 593,266,560 17,999,440 83.3% 715,851,191 △122,584,631 △17.1% 

農

集

事

業 

企業債 

償還金 
6,719,000 6,718,748 252 100.0% 6,593,636 125,112 1.9% 

計 6,719,000 6,718,748 252 100.0% 6,593,636 125,112 1.9% 

合 計 719,034,000 599,985,308 17,999,692 83.4% 722,444,827 △122,459,519 △17.0% 

 

資本的支出の決算額は５９９，９８５，３０８円（執行率８３．４％）であった。 

支出の主なものとしては、下水道事業の建設改良費において、沈砂池ポンプ棟 No.1 汚水ポンプ

改築工事等が実施された。 

なお、地方公営企業法第２６条の規定による繰越額は、１０１，０４９，０００円であった。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は３４９，６８６，２１９円の不足となるが、この不足額は、過年度分損益勘定留

保資金２４，７６３，１６１円、当年度分損益勘定留保資金２２２，９５９，００６円、当年度

分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１，９６４，０５２円及び減債積立金１００，０００，

０００円で補塡された。 



 

３ 業務の状況 

項 目 区 分 令 和 ５ 年 度 令和４年度 増 減 数 増 減 率 備 考 

年度末処 理 

区 域 面 積 

下水道事業 

農集事業 

712.72ha 

14.00ha 

712.72ha 

14.00ha 

0.00ha 

0.00ha 

0％ 

0％ 
  

年度末処 理 

区域内人 口 

下水道事業 

農集事業 

35,591人 

301人 

36,019人 

287人 

△428人 

14人 

△1.2％ 

4.9％ 
  

年度末水 洗

化 済 人 口 

下水道事業 

農集事業 

35,582人 

286人 

35,960人 

272人 

△378人 

14人 

△1.1％ 

5.1％ 
  

年度末水 洗

化 済 戸 数 

下水道事業 

農集事業 

17,082戸 

119戸 

16,947戸 

120戸 

135戸 

△1戸 

0.8％ 

△0.8％ 
  

年度末普 及

率 

下水道事業 

農集事業 

64.8％ 

0.6％ 

65.3％ 

0.5％ 

△0.5ﾎﾟｲﾝﾄ 

0.1ﾎﾟｲﾝﾄ 

 

 

対 行 政 

人 口 比 

年 間 汚 水 

処 理 水 量 

下水道事業 

農集事業 

4,016,095㎥ 

36,897㎥ 

4,268,244㎥ 

41,217㎥ 

△252,149㎥ 

△4,320㎥ 

△5.9％ 

△10.5％ 
  

年間有収 水

量 

下水道事業 

農集事業 

4,025,932㎥ 

36,324㎥ 

4,086,206㎥ 

35,794㎥ 

△60,274㎥ 

530㎥  

△1.5％ 

1.5％ 
  

 

有 収 率 

 

下水道事業 

農集事業 

100.2％ 

98.4％ 

95.7％ 

86.8％ 

4.5ﾎﾟｲﾝﾄ 

11.6ﾎﾟｲﾝﾄ 

 

 
  

 

下水道事業については、年度末の水洗化済人口は３５，５８２人で、前年度末と比較すると３

７８人（１．１％）の減少、水洗化済戸数は１７，０８２戸で、前年度末と比較すると１３５戸

（０．８％）の増加となった。年間汚水処理水量は４，０１６，０９５㎥で、前年度末と比較す

ると２５２，１４９㎥（５．９％）の減少、有収率は１００．２％で、前年度末と比較すると４．

５ポイント増加した。 

農業集落排水事業については、年度末の水洗化済人口は２８６人で前年度末と比較すると１４

人（５．１％）の増加、水洗化済戸数は１１９戸で、前年度末と比較すると１戸（０．８％）の

減少となった。年間汚水処理水量は３６，８９７㎥で、前年度末と比較すると４，３２０㎥（１

０．５％）の減少、有収率は９８．４％で、前年度末と比較すると１１．６ポイント増加した。 

 

  



 

４ 経営成績 

本年度については、経常利益が１９２，５３１，７５４円であり、特別損失が６２，８５４円

あったことから、当年度純利益は１９２，４６８，９００円となる。なお、前年度の純利益は１

５５，７４９，８０２円であり、３６，７１９，０９８円（２３．６％）増加した。 

 

 

５ 財政状態 

本年度末の財政状態を前年度末と比較すると、資産は、有形固定資産が４３６，８１９，４８

４円の減少、流動資産が２２７，５５７，０９７円の増加などにより、資産合計は２５３，２７

５，３８７円、１．５％の減少となった。 

負債合計では、未払金が増加したものの、企業債の減少などにより４４５，７４４，２８７

円、３．９％の減少となった。 

資本合計は、資本金及び剰余金の増加により１９２，４６８，９００円、３．８％の増加とな

った。 

これらのことにより、負債資本合計は２５３，２７５，３８７円、１．５％の減少となった。 

 

 

６ 処理原価と使用料単価について 

区 分 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 比 較 増 減 率 

処 理 原 価 169 円 25 銭 163 円 12 銭 6 円 13 銭 3.8％ 

使 用 料 単 価 158 円 28 銭 158 円 19 銭   9 銭 0.1％ 

差 益 △10 円 97 銭 △4 円 93 銭 △6 円  4 銭  

処理原価については１６９円２５銭で、前年度と比較すると６円１３銭（３．８％）増加し

た。また、使用料単価については１５８円２８銭で、前年度と比較すると９銭（０．１％）増加

した。 

その結果、差益は処理原価が使用料単価を１０円９７銭上回り、前年度と比較すると６円４銭

の減少となった。 

  



 

Ⅱ 審査の結果 

令和５年度の経営成績をみると、収益的収入においては、農業集落排水事業の収益が減少した

が、下水道事業の収益で増加となり、全体の決算額としては増加となった。 

また、収益的支出においては、農業集落排水事業は減少しているが、下水道事業は増加となり、

全体の決算額としては増加となった。 

このほか、資本的収入においては、下水道事業が減少し、全体の決算額も減少となった。さら

に、資本的支出においては、農業集落排水事業の支出が増加しているが、下水道事業で減少とな

り、全体の決算額としては減少となった。 

下水道事業、農業集落排水事業の税抜きの事業収益合計は１，１７４，９０９，２０１円で、税

抜きの事業費用合計９８２，４４０，３０１円を差し引くと、令和５年度の純利益は１９２，４６

８，９００円となり、前年度と比較して３６，７１９，０９８円の増加となった。 

財政状況については、流動資産は増加しているが、固定資産は減少となり、資産合計は減少とな

った。負債については、流動負債は増加しているが、固定負債は減少となり、負債合計は減少とな

った。資本については、剰余金と資本金がともに増加となり、資本合計は増加となった。 

経営指標を見ると、前年度に引き続き経費回収率が１００％を下回っており、事業に必要な費用

を下水道使用料等の使用料で賄えていない状況が続いている。当年度純利益が出ているものの、繰

出基準外の一般会計繰入金の増加によるところが大きい。このような収支構造は地方公営企業の経

営にあっては好ましくなく、一般会計繰入金と使用料の経費の負担区分に基づいた財源の確保を図

り、使用料について引き続き受益と負担の最適なあり方の検討が必要であると考える。 

また、今後人口減少や節水型機器の普及により使用料収入の減少が見込まれる一方、近年の物価

上昇の影響により施設の老朽化に伴う更新工事に係る経費が増大する見通しであることから、設備

能力の適正化を図り、維持管理費等の経費削減に努めるのはもちろんのこと、新たに策定した第２

期日高公共下水道ストックマネジメント計画に基づいて将来を見据えた計画的かつ効率的な経営が

求められる。 

なお、審査の対象となった決算書及び附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも

関係法令の規定に準拠して作成され、その計数は経営成績及び財政状態が適正に表示されており、

かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥当であることが認められた。 

 

 

 

 

 


